
1．　は　じ　め　に

　取次を介した書籍販売金額が1996年をピーク
に減少傾向に転じたのに対して，公共図書館に
おける個人貸出冊数はその後も増加傾向を示し
ている（図 1 参照）。こうした状況に対して，
2000年代初めから出版業界や作家などが危機感
を持ち始め，公共図書館における貸出点数の増
加が書籍販売金額の減少の一因を担っていると
する論調が現れ始めた。中には，公共図書館を

「市民迎合の公立無料貸本屋」1）と批判する過激
な表現さえ飛び出した。2010年には個人貸出冊
数（ 7億1,171万点）が書籍販売部数（ 7億233
万部）を上回ることとなり（図 2 参照），出版
業界の危機感はさらに強まった。2015年10月に
開催された，第101回全国図書館大会・第13分
科会「出版と図書館」での佐藤隆信新潮社社長
の報告によれば，「近年，図書館における複本
の貸出が文芸書の販売冊数を圧迫しているとい
う声が，出版社のみならず，書店さん，著者の
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図 1　図書館貸出冊数と書籍販売金額の推移
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方からも，大きくなっている」2）とし，「販売部
数の急激な落ち込みと貸出冊数の急激な上昇ぶ
りには，何らかの相関があるのではないかと感
じる」3）と問題提起している。こうした流れか
ら，著者と版元の合意がある新刊について貸出
の 1 年猶予を求める動きが出始めた4）。さらに
2016年11月22日には，日本書籍出版協会文芸書
小委員会から全国の公共図書館館長に対して，
「公共図書館での文芸書の取り扱いについての
お願い」とする文書が配布され，「一部の文芸
書の過度な購入や寄贈本により貸出を増やそう
という動きには，出版に携わる者の間にも懸念
がひろがっています」5）として，文芸書・文庫
本の購入や寄贈に配慮をお願いするよう求めて
いる。一方こうした図書館側への批判に対して，
『日本の図書館』に公表しているデータの特性
からの反論6），「図書館における書籍の貸出が
書店の売上を阻害する要因になっているとは思
えない」7），「貸出による図書館の発展は出版界

にとっても利益になる」8）といった意見など，
図書館の貸出が書籍の売上を阻害している原因
ではないと説明している。しかしながらこうし
た論争の大半は，出版界及び図書館界に関連す
る立場から出されている意見が多く，各々の主
張が色濃く出されている9）。
　このような論争の流れに対して，計量経済学
的手法を用いた研究例もいくつか存在する。中
瀬（2012），浅井（2017），貫名（2017）などで
ある。これらの分析手法は第 2章で詳しく説明
するが，いずれも，図書館貸出冊数の増加に
よって書籍販売金額が減少するという，負の関
係の有意性は存在しないという結論を導いてい
る。これは，論争が根拠としているそれぞれの
データが時系列データによるものであり，その
時系列データが持つ特徴を除外した変数同士を
用いて最小二乗法を適用すると，図書館の貸出
によって書籍の売上に影響がみられるのは誤り
であるとしている。これまでの出版界と図書館

（出典）図書館資料：『日本の図書館　統計と名簿』，書籍販売資料：『出版指標年報』を基に筆者作成
図 2　図書館貸出冊数と書籍販売部数の推移

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

19
70

年

19
71

年

19
72

年
19

73
年

19
74

年

19
75

年
19

76
年

19
77

年

19
78

年
19

79
年

19
80

年

19
81

年

19
82

年
19

83
年

19
84

年

19
85

年
19

86
年

19
87

年

19
88

年
19

89
年

19
90

年

19
91

年

19
92

年
19

93
年

19
94

年

19
95

年
19

96
年

19
97

年

19
98

年

19
99

年
20

00
年

20
01

年

20
02

年
20

03
年

20
04

年

20
05

年
20

06
年

20
07

年

20
08

年

20
09

年
20

10
年

20
11

年

20
12

年
20

13
年

20
14

年

20
15

年

個
人
貸
出
冊
数

単
位
：
千
点

書
籍
販
売
部
数

単
位
：
万
部

書籍販売部数 個人貸出冊数



都道府県別データを用いた図書館貸出冊数と書籍販売金額の相関分析 17

界の論争は，時系列データである図書館貸出冊
数（x）と書籍販売金額（y）の相関関係を求め
たり，図書館貸出冊数（x）を書籍販売金額（y）
に回帰させる単純な最小二乗法によって推計し
た結果を根拠としている。このような推計結果
は，各年のデータを座標軸に記した相関関係が
表れているに過ぎないにもかかわらず，図書館
貸出冊数（x）のデータの増加が書籍販売金額
（y）のデータの減少にあたかも影響を与えてい
るのではないかと誤解して捉えているのである。
負の関係に有意性が存在しないとする分析結果
は，今後の論争にも大きな影響を及ぼすと考え
る。
　本稿では，これまでの出版界と図書館界の論
争や計量経済学的手法を適用した分析ではあま
り用いられることのなかった都道府県別データ
を用いて，図書館貸出冊数と書籍販売金額の相
関関係を考察していく。データ期間は，書籍販
売金額がピークであった1996年から2014年を扱
う。ただし，都道府県別の書籍販売金額は1996
年から2001年しか得られなかったため，本稿で
は書籍と雑誌の販売金額を合算したものを変数
として扱う。図書館の貸出は，「図書，雑誌，
視聴覚資料などすべての図書館資料を加えたも
の」10）であることにも留意すべきである。上記
データを用いて各年の相関係数を求めることの
ほかに，BCa bootstrap 法に基づく相関係数の
信頼区間を求め，図書館貸出冊数と書籍販売金
額の関係を分析する。

2．　先　行　研　究

　図書館貸出冊数と書籍販売金額の関係につい
て，計量経済学的手法を用いた研究例がいくつ
か存在する。中瀬（2012）は，「公共図書館に
おける書籍の貸出が，書籍の売上にいかなる影
響をもたらしたのかについて」11），地方自治体
別の書籍の売上を被説明変数とし，図書館の貸
出冊数・人口・一人当たりの課税所得・教育

費・生産年齢人口比率・就業者率を説明変数と
する最小二乗法（OLS）を用いて実証している。
また，見せかけの因果関係を考慮するために，
一人当たり蔵書数，100平方 km 当たり図書館
数を操作変数とする二段階最小二乗法（2SLS）
を用いて，書籍の売上と図書館の貸出の因果関
係を分析している。2003年から2007年を対象と
した全国47都道府県単位，2003年から2007年を
対象とした関東 1都 6県の市町村単位のいずれ
の分析においても，説明変数の貸出数の係数は
負値を有意に示すことはなかった。都道府県単
位の分析では，貸出数の係数は有意に正とも負
ともいえる状況にないという結果が得られ，市
町村単位の分析では，貸出数の係数は有意に正
値が得られるという結果となった。こうした分
析結果から，「図書館による書籍の貸出は，売
上に対して，正の影響を与えていることが実証
され」12），「貸出を減少させるような行為は，
却って売上を減少させることになるため，著作
者にとっても不本意な結果をもたらすことにな
るだろう。」13）と提言している。
　貫名（2017）では，図書館貸出冊数と書籍販
売金額の原系列（level）データ同士の分析で
は14），「見せかけの回帰（spurious regression）」
の特徴が表れているため，それぞれのデータに
対して単位根検定を実施し，定常過程にある時
系列データを見つけ，定常時系列データ同士の
分析を行い，「図書館貸出冊数と書籍販売金額
の間には因果関係が存在しない」15）ことを説明
した。また，図書館貸出冊数と書籍販売金額の
時系列データを，それぞれ循環的要因とトレン
ド要因に分割し16），トレンドの除去された循環
的要因同士の回帰分析を実施し，回帰係数 β

の値に有意性が存在せず，「図書館貸出冊数が
書籍販売金額に影響を与えているとは説明でき
ない」17）としている。
　浅井（2017）は，書籍販売部数，公共図書館
の購入冊数と個人向け貸出冊数を用いて，イン
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パルス反応分析を適用した分析を行っている。
貫名（2017）では書籍販売金額のピークを構造
変化と捉えているのに対し，浅井（2017）では，
「販売部数がピークに達した1988年以前から対
前年伸び率が低下しており，1983年に販売部数
に構造変化が生じていた」18）とする Asai（2015）
の結果を支持している。よって1984年から2014
年までを主要な推計期間としている。単位根検
定の結果， 1回の階差データによる分析が妥当
であるとして，グレンジャーの因果関係検定，
一般化インパルス反応関数を用いて，上述の 3
変数での推定を行なった結果，「公共図書館の
貸出が書籍販売に明確な影響を与えていること
は見いだせなかった」19）と結論づけている。

3．　使用するデータおよび分析手法

　本稿で扱う推計期間は，書籍販売金額のピー
クである1996年から2014年までを扱う。書籍販
売金額に関するデータは，出版年鑑編集部編
『出版年鑑』の「書籍雑誌書店経由分・県別実
販売額」（1998年版～2011年版）および「書籍・
雑誌・県別推定販売額」（2012年版～2016年版）
を使用する。1996年～2001年のデータでは書
籍・雑誌別の販売金額を変数として利用可能で
あるが，2002年～2014年のデータでは書籍・雑
誌を合算した販売金額を変数として利用するこ
としかできない。また，都道府県ごとの人口の
大小による影響を取り除くため，本稿では，各
都道府県の年間販売額を都道府県人口で除した
「 1人あたり年間購入額（円）」を変数として用
いる20）。
　図書館貸出冊数に関するデータは，日本図書
館協会図書館調査事業委員会編『日本の図書館　
統計と名簿』（1984－2016）の「館外個人貸出
数」を使用する。なお当該データは各年度実績
によるものである。書籍販売金額に関するデー
タ同様に，都道府県ごとの人口の大小による影
響を取り除くため，本稿では，年間貸出数を都

道府県人口で除した「100人あたり貸出数（点）」
を変数として用いる。
　上記で説明した「100人あたり貸出数（点）」
を変数 x，「 1人あたり年間購入額（円）」を変
数 y とし，各年の相関係数を求める。相関係
数は標準的に用いられるピアソンの積率相関係
数を指す。さらに本稿では，相関係数の信頼区
間を推定するために BCa bootstrap 法を用いる。
BCa 法は推定値の median からの隔たり（ ẑ0）
と母集団標準偏差の規模に関して調整を行う
（α̂）信頼区間の推定法であり，percentile 法や
bootstrap 法よりも母集団パラメータの推定量
として優れた性質を持つことが知られてい
る21）。なお，本稿における bootstrap 標本の反
復回数は3,000である。

4．　分　析　結　果

4．1　相関係数

　前章で説明した通り，図書館変数を「100人
あたり貸出数（点）」（x），出版変数を「 1人あ
たり年間購入額（円）」（y）として，都道府県
別のデータから各年の相関係数を求め，表 1お
よび表 2に結果を示した。表 1における「 1人
あたり年間購入額」（y）は書籍・雑誌を合算し
た販売金額であり，表 2における「 1人あたり
年間購入額」（y）は書籍のみの販売金額である。
データを利用できる期間の制約により，表 1で
は1996年～2014年の結果を示し，表 2では1996
年～2001年の結果を示している。
　表 1によれば，公共図書館の館外個人貸出数
と書籍・雑誌を合算した推定販売金額との間に，
いずれの年においても正の相関が見られる。相
関係数の有意性検定を実施しても，2013年を除
き 5％水準において相関係数の値が支持される。
このことは，図書館の貸出が多い都道府県にお
いては書籍・雑誌の販売金額も多くなるという
結果を表すことになる。出張や旅行などで居住
地以外の都道府県に訪れ，書籍・雑誌を購入す
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るというケースも起こりうるだろう。しかしな
がら図書館の館外個人貸出に関しては，多くの
図書館において居住ないし通勤・通学をしてい

る住民を利用条件として館外貸出券を作成して
いる関係上，自治体レベルを越えて多くの貸出
が行われていることは想定しづらい。よって，
都道府県別データにおける図書館貸出件数と書
籍・雑誌販売金額は無相関であることも想定さ
れうる。こうした仮定を踏まえても，図書館の
貸出冊数が書籍・雑誌の販売金額に対して負の
影響を与えているという仮説は，都道府県別
データからの分析では支持されないのである。
　期間は短いが，本来の本稿の主旨である図書
館貸出冊数と書籍販売金額の関係について論じ
る。変数 y を 1 人あたり書籍年間販売額に変
更して，館外個人貸出数（x）との相関を求め
た結果が表 2である。こちらのケースにおいて
も，1996年から2001年の期間において，相関係
数はいずれも正の値を示し，有意性検定におい
ても 5％水準で支持される。書籍・雑誌を合算
した年間販売金額を変数として用いた場合と同
様の結果が示され，図書館貸出冊数が書籍販売
金額に対して負の影響を与えているという仮説
はやはり支持されないのである。

4．2　相関係数の信頼区間

　表 3 は，館外個人貸出数（100人あたり貸出
数）と書籍・雑誌・県別推定販売額（ 1人あた
り年間購入額）における95％BCa 信頼区間の
相関係数の推計結果を示す。
　表中の下限値と上限値により，95％信頼区間
における相関係数が正の領域にしか存在しない
回数が，19ヶ年のうち 8回存在する。残りは下
限値がマイナスの領域に含まれるとはいえ，信
頼区間は右に寄っている状況である。よって，
真の相関係数の値は， 0を含む無相関も想定さ
れうるとしても，正の領域に属すると考えるの
が無難である。この結果は，都道府県別データ
に基づく図書館貸出冊数と書籍販売金額の関係
において負の関係を認めることはできず，図書
館貸出と書籍・雑誌販売金額の間には，無相関

表 2　  館外個人貸出数（100人あたり貸出数）と書
籍・県別推定販売額（ 1 人あたり年間購入
額）の相関係数

相関係数 有意水準

1996年 0.551 **

1997年 0.508 **

1998年 0.448 **

1999年 0.354 *

2000年 0.335 *

2001年 0.310 *

（注）  **は1％水準で，*は5％水準で有意（両側）
であることを示す。

表 1　  館外個人貸出数（100人あたり貸出数）と書
籍・雑誌・県別推定販売額（ 1 人あたり年
間購入額）の相関係数

相関係数 有意水準

1996年 0.551 **

1997年 0.507 **

1998年 0.402 **

1999年 0.354 *

2000年 0.335 *

2001年 0.310 *

2002年 0.314 *

2003年 0.321 *

2004年 0.298 *

2005年 0.332 *

2006年 0.307 *

2007年 0.337 *

2008年 0.469 **

2009年 0.453 **

2010年 0.440 **

2011年 0.422 **

2012年 0.393 **

2013年 0.289

2014年 0.316 *

（注）  ** は 1％水準，* は 5％水準で有意（両側）
であることを示す。
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ないし正の相関という関係の存在を示している。
つまり，確率的な方法を用いても，図書館での
貸し出しは書籍・雑誌の購買意欲を押し下げる
要因とはならないのではないかと結論づける。

5． ま と め

本稿では，都道府県別データから公共図書館
における「100人あたり貸出数（点）」を図書館
変数，書籍・雑誌の「 1 人あたり年間購入額
（円）」を出版変数として，相関係数を求めるこ
とにより両変数の関係を分析した。図書館の貸
出冊数増加により書籍の販売金額が減少すると
いう仮説に対し，都道府県別のデータによる分
析結果から，図書館貸出冊数と書籍販売金額に

は負の関係が見いだせないという結論を導き出
すことができた。この結果は，今後の出版界や
図書館界での論争に大きな影響をもたらすこと
になると考える。しかしながら本稿で扱った
データは，図書館での総貸出点数であり，書
籍・雑誌を合算した販売金額の総額でしかない。
出版界からの要請でもある「一部文芸書の過度
の購入や寄贈本により貸出を増やそうという動
き」22）が反映されていないことや，読者におけ
る図書館貸出が書籍購入の代替機能となってい
るかなどの分析は含まれていない。また，単年
ごとの相関係数を求めることに終始したため，
経年変化といった時系列分析にまでは到達して
いないことにも留意すべきである。今後は，パ

表 3　  館外個人貸出数（100人あたり貸出数）と書籍・雑誌・県別推定販売額
（ 1人あたり年間購入額）における 95％BCa 信頼区間の相関係数

Left limit Right limit α̂ Ẑ0

1996年 　0.19746 0.84403 0.10296 　0.0795

1997年 　0.14916 0.83328 0.10325 　0.0644

1998年 －0.02656 0.78020 0.08992 　0.0326

1999年 －0.06747 0.76997 0.08578 　0.0351

2000年 －0.10477 0.73800 0.07989 －0.0050

2001年 －0.12095 0.72991 0.06414 　0.0334

2002年 　0.01645 0.64154 0.05041 －0.0117

2003年 －0.02135 0.65494 0.06944 －0.0259

2004年 －0.04631 0.64151 0.07136 －0.0368

2005年 －0.00513 0.69357 0.09183 　0.0234

2006年 －0.08759 0.62654 0.05736 －0.1391

2007年 －0.00700 0.64792 0.07233 －0.1004

2008年 　0.16384 0.75606 0.07911 －0.0669

2009年 　0.13074 0.74252 0.08349 －0.0644

2010年 　0.09318 0.72177 0.08997 －0.1130

2011年 　0.09451 0.71501 0.08674 －0.0837

2012年 　0.03576 0.69932 0.09158 －0.0862

2013年 －0.07047 0.65616 0.11262 －0.1080

2014年 －0.06101 0.67356 0.11004 －0.1544

（注）  表中の Left limit は信頼区間の下限，Right limit は信頼区間の上限，α̂は
加速度定数， Ẑ0 は偏り修正定数をそれぞれ表している。
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ネル分析を用いた時系列分析への応用や，読者
である消費者の生活時間のうち読書に充てる時
間を変数として盛り込むなど，多岐にわたる分
析が進むことを期待したい。

注

1） 能勢（2000）。
2） 日本書籍出版協会図書館委員会（2016），P. 6。
3） 日本書籍出版協会図書館委員会（2016），P. 6。
4） 『朝日新聞』2015年10月29日朝刊，P. 35。
5） 日本書籍出版協会文芸書小委員会「公共図書館
での文芸書の取り扱いについてのお願い」より。
6） 松岡（2000）によって，能勢（2000）が扱って
いるデータの問題を詳細に説明している。
7） 常世田（2002），P. 54。
8） 田井氏はこの考えを首尾一貫説いており，田井
（2003）や田井（2016）などで，統計データに基
づいた論説をしている。
9） 2000年代当初から続いている論争をまとめたも
のとして，常世田（2016）や薬袋（2016）などが
ある。

10） 松岡（2000），P. 5。
11） 中瀬（2012），P. 12。
12） 中瀬（2012），P. 18。
13） 中瀬（2012），P. 18。
14） 書籍販売金額は各年の名目値で推計されている
ため，貫名（2017）では，実質値変換されたデー
タを用いて分析をしている（P. 108）。

15） 貫名（2017），P. 117。
16） 貫名（2017）では，Hodrick-Prescott Filter を
用いて循環的要因とトレンド要因を分割している
（P. 117–P. 118）。
17） 貫名（2017），P. 118。
18） 浅井（2017），P. 47。
19） 浅井（2017），P. 53。
20） 『出版年鑑』から得られる年間販売額は各年の
名目額を示しており，本来であれば実質値変換す
ることが望ましい。しかしながら，本稿では各年
の相関係数を推計することに特化しているため，
年間販売額の実質値への変換をせずに分析を進め
る。

21） Efron（1981, 1987）および Efron and Tibshirani
（1986, 1998）

22） 日本書籍出版協会文芸書小委員会「公共図書館
での文芸書の取り扱いについてのお願い」より。
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